
 

 

 

平成３０年 台風２４号 
大淀川の内水被害に関する検討会 

（第２回） 
 

日時：平成 31年 2月 7日（木） 

15時 15分～17時 15分 

場所：宮崎河川国道事務所 

別館 3階会議室 

 

議事次第 

 

1. 開会 

2. 挨拶 

3. 議事 

    （１）第１回検討会のご意見等について 

    （２）想定される対応策（素案） 

（３）意見交換 

4. 閉会 
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川元 昭人 宮崎市　高岡総合支所　農林建設課 課長補佐

小牧 利一 宮崎県　　県土整備部　河川課 課長補佐

宇治橋 正行 宮崎県　　県土整備部　河川課 主幹

西野 公雄 国土交通省　宮崎河川国道事務所　調査第一課 課長

工藤 秀樹 国土交通省　宮崎河川国道事務所　河川管理課 課長

平成３０年 台風２４号大淀川の内水被害に関する検討会　（第２回）

所属・役職

宮崎大学　名誉教授

宮崎大学　工学部　社会環境システム工学科　教授

所属・役職

宮崎大学工学部　国際教育センター　教授



平成３０年 台風２４号大淀川の内水被害に関する検討会　（第２回）　座席表

入　口

宮崎大学工学部

国際教育センター 教授

村上 啓介

国土交通省

宮崎河川国道事務所

所長

神山 泰

事務局 事務局

事務局 事務局

傍聴（行政機関） 傍聴（行政機関）

記
者
席

記
者
席

傍聴（行政機関） 傍聴（行政機関）

宮崎大学 名誉教授

杉尾 哲

宮崎県宮崎県

宮崎大学工学部
社会環境システム工学科 教授

入江 光輝

国土交通省

宮崎河川国道事務所

副所長
岩﨑 征弘

宮崎市 建設部 部長

長友 浩一

宮崎市 高岡総合支所

支所長
阪元 勇

宮崎市 建設部土木課

課長
小川 潔士

宮崎市 総務部危機管理局

局長
桑畑 謙二

宮崎市 建設部土木課

課長補佐
坂本 達郎

宮崎河川国道
事務所

宮崎河川国道
事務所

宮崎市 宮崎市

宮崎県宮崎県 宮崎河川国道
事務所

宮崎河川国道
事務所

宮崎市 宮崎市

宮崎市 総務部危機管理局

危機管理課 課長
日髙 俊郎

宮崎県 県土整備部

河川課 課長
石井 剛

事務局

宮崎県 宮崎土木事務所

所長
矢野 透

宮崎県 高岡土木事務所

所長
金丸 悟

国土交通省

宮崎河川国道事務所

調査第一課長
西野 公雄



平成３０年 台風２４号

大淀川の内水被害に関する検討会

設立趣旨

平成３０年９月に発生した台風２４号に伴う短時間かつ記録的な降雨に

より、大淀川支川の瓜生野川、江川、瓜田川、飯田川（以下、「４河川」

と記す）沿川において多くの内水被害が発生しました。

宮崎河川国道事務所は、大淀川本川の河川管理者であり、４河川の末端

にある水門及び瓜生野川排水機場、江川排水機場、瓜田川排水機場の施設

管理者でもあります。

また、宮崎県は４河川の河川管理者であり、飯田川排水機場の施設管理

者でもあります。さらに、これらの河川の更に上流の区間や合流する水路

等の管理者は宮崎市であり、同時に避難情報を提供する立場にもあります。

このようななか、国、県、市の関係機関が一堂に会し、平成３０年９月

台風２４号による内水被害に関し、その浸水状況や要因等を共有し、専門

的な知識を有する学識者から指導・助言を得ながら、家屋の浸水被害軽減

に向けた今後の対応について検討していく「平成３０年台風２４号大淀川

の内水被害に関する検討会」を設置するものです。

資料－１
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「平成３０年 台風２４号大淀川の 

内水被害に関する検討会」に関する公開方法 

１．会議の公開 

（１） 会議は原則公開とする。ただし、会議を公開することにより、円滑な議事運営に著しい支

障が認められる場合は公開しないことができる。

（２） 会議資料、議事概要等は、原則公開するものとするが、特段の理由があるときには、そ

の理由を明示し、会議資料、議事概要等の全部又は一部を非公開とすることができる。

２．議事概要 

会議の議事については、事務局が発議者の氏名を伏せた上で議事概要を作成する。 

３．公開の方法 

 会議資料及び議事概要等は宮崎河川国道事務所、宮崎県、宮崎市ホームページでの掲

載等によるものとする。 
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平成３０年台風２４号大淀川の内水被害に関する検討会
流れ

第１回

第２回

第３回

 検討会立ち上げ（設立趣旨等の説明）
 出水状況（現時点までの事実確認状況等）
 意見交換

 第１回で出された意見に対する回答
 対応策（案）
 対応策（案）に対する意見交換

 対応策（案）の決定
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第１回検討会のご意見等について 

資料－２



 

 
 

 

平成３０年 台風 24 号大淀川の内水被害に関する検討会 (第１回) 

 

 

 

 日時 ： 平成 3１年 1月 15 日（火） 13：00～15:00 

 場所 ： 国土交通省 宮崎河川国道事務所 1 階会議室 

 

 

 

  （１）河川整備の状況について 

  （２）平成３０年９月台風２４号の出水状況等について 

  （３）意見交換 

  （４）まとめ 

 

 

 

①水防災意識社会再構築ビジョンの取り組みを進め、住民の水防災意識の向上を図る必

要がある。 

②高岡地区での消防団、水防団、防災士等の活動状況はどうであったか？ 

③高岡地区での防災講座の開催状況はどうであったか？ 

④内水と外水の氾濫は異なるが、内水氾濫の仕組みが住民に理解されていない。内水ハ

ザードマップについて作成した方が良い。 

⑤高岡地区の輪中堤も通常の堤防と同様に土のうを積む水防活動が必要ではないか。 

⑥内水監視員制度は今回機能していたのか。浸水状況を把握する良い制度だと思う。 

⑦避難勧告・避難指示のタイミングについて、道路冠水情報が重要となる。 

⑧ポンプ停止に備えた除塵対策が必要。 

⑨防災教育の中で津波、地震や水害など、子供のうちから正しい知識を持ってもらうこ

とが重要となる。 

⑩内水重点箇所に特化した情報発信が必要ではないか。 

 

 

Ⅰ.議事次第 

Ⅱ.主な意見等 

平成３０年 台風 24 号大淀川の内水被害に関する検討会 (第１回) 議事要旨 

○第１回以降に頂いたご意見 

・土砂撤去・樹木の伐採による水位低減対策が必要。 

・施設の稼働状況等についての情報提供方法の改善が必要。 

1



平成３１年２月７日

水防災意識社会再構築ビジョンの取組
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大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について

■平成27年9月関東・東北豪雨を受け、「施設では防ぎきれない洪水は必ず発生する」との考えのもと、社会全体で洪水に備える「水防災意
識社会」を再構築する取組を始め、近年、水災害が頻発化･激甚化していることを踏まえ、水防災意識社会の再構築の評価を行いながら、
取組を充実。

■今般の平成30 年７月豪雨災害において甚大な被害が発生したことを踏まえると、これまで進めてきた「水防災意識社会」を再構築する取
組をより一層、加速化する必要がある。

■大規模広域豪雨に対する対応について、基本的な考え方を示すとともに緊急的に実施すべき対策を具体的に提示し、答申をとりまとめた。
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住民自らの行動に結びつく災害情報の提供へ①

■国土交通省では、平成３０年７月豪雨でみられた、水害・土砂災害情報が住民の危機感に結びつきにくいという課題の解決に向け、行政
やメディアの関係者等が集まり、災害情報の新たな提供・共有方法について議論し、６つのプロジェクトからなる３３の連携策をとりまと
めました。
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住民自らの行動に結びつく災害情報の提供へ②
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住民自らの行動に結びつく災害情報の提供へ③
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住民自らの行動に結びつく災害情報の提供へ④
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水防災意識社会 再構築ビジョン （大淀川下流の減災に係る取組方針）

■水防災意識社会再構築ビジョンに基づき、平成２８年８月に「大淀川下流の減災に係る取組方針」を策定。
■平成３２年度までの概ね5年間で達成すべき目標である「水害に強い地域づくり」の実現に向け、各構成員が取り
組む主な取組項目及び目標時期は以下のとおり。

目標時期

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

平成32年度

継続実施

平成29年度

継続実施

平成32年度

（２）情報伝達のための環境づくりの推進

　①要配慮者を考慮した避難・誘導の取組の推進

　②避難勧告等の発令の基準化及び「避難準備情報」の活用

　③迅速かつ確実な防災情報・避難情報伝達及び手段の多様化

　④学習会等による災害情報の共有

主な取組項目

　①川を通じたコミュニティづくりの推進

　②防災学習の推進

　③自主防災組織の結成と積極的活動

　④防災リーダー（地域防災士、水防団等）の育成

　⑤住民が利用しやすい洪水ハザードマップの作成

（１）水害に強い人づくりの推進

目標時期

平成29年度から
検討実施

平成29年度から
検討実施

平成32年度

継続実施

平成30年度

平成32年度

平成32年度

平成32年度

継続実施

平成32年度

　④高齢者等利用施設等における
     自主的な避難確保・浸水防止の取組の促進

（３）水害に強いまちづくりの推進

　①都市計画による開発抑制、土地利用規制、
     災害危険区域の指定等適切な土地利用への誘導

主な取組項目

　②安全な避難路・復旧路の整備

　③安全な避難場所の確保

　①洪水を安全に流すためのハード対策

　②危機管理型ハード対策

　⑤排水ポンプ車による排水計画の策定

（４）水害に強い防災拠点づくりの推進

　①浸水時にも活用できる水防倉庫、アクセス路の整備

　②浸水時における公共施設、ライフライン等の機能維持対策

　③防災ステーション等防災拠点の整備

（５）被害を最小にするハード整備
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平成３０年台風２４号大淀川の内水被害に関する検討会（第１回） 

における確認事項 

 

質疑 高岡地区での消防団、水防団や防災士等の活動状況について 

回答 

台風 24 号での消防団（水防団）の活動については、9/29 に避難に関する広報を

実施し、翌 9/30 には、大淀川や瓜田川が水防団待機水位に到達する前に広報活動

を実施した。 

支援活動としては、高岡町和石地区において水難事故が発生したため高岡分団か

ら 9/30 に約 100 名の消防団員が出動し、9/30～10/3 の 4 日間で延べ約 190 名が出

動した。 

また、高岡町中心部及び穆佐地区においてボートによる避難支援を行った。 

防災士の活動については、宮崎県防災士ネットワークにおいて、出前講座を行っ

ているが、今年度、高岡管内での講座は行っていない。 

 

質疑 高岡地区での防災講座開催状況について 

回答 

高岡交流プラザにおいて、地区住民を対象とした、年１回の防災講座（平成３０

年度：２５人参加）を開催しているほか、例年４～５箇所の自治公民館が消防局の

協力を得て、防災講話や避難訓練等を実施している。 

また、まちづくり委員会など地区内の各種団体においては、危機管理課の出前講

座（平成３０年度：８０人程度参加）を活用し防災意識の高揚を図っている。 

 

質疑 内水監視員制度について 

回答 

○制度の概要 

平成１７年台風１４号による浸水被害を受け、各地域の中で最初に浸水が生じる

箇所に量水標を設置すると共に、地元代表の方々に水位の監視をお願いし、その状

況を本市に通報することで、避難に関する情報を発令する際の基礎情報とする制度 

 

＜制度による連絡フロー＞ 

１．監視員は、観測点に設置されている量水標の読み取り数値を所轄する総合支所

等に報告する 

２．総合支所等は、必要に応じ関係自治会長や、市災対本部等に伝達する 

３．降雨や河川水位の状況を総合的に判断し、市が避難に関する情報を発令する 

 

○台風２４号での対応 

台風接近前はほとんど降雨量がなく、短時間の豪雨により急激な浸水が発生した

ものであり、また、浸水発生時には台風による強風のため、屋外での監視作業は危

険を伴う状況であり監視が困難であった。今後も制度の活用を行っていく。 
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